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先に1章 において見たとお り、世界的には国際的な リサイクル のネ ッ トワークが構築 され、

世界規模での物質循環が形成されている。本章では、2.4節 において紹介 した手法 を用いて循

環度 を拡張 し、国際的な リサイクル の現状 を分析する20。

5.1 デ ー タの 入 手 と加 工

表5.1は 、世界の紙資源 の生産 (回収) と貿易の現状を地域別にまとめた もので ある。紙資

源 のMPCの 中で最終製品にあたる紙製品、一次資源 にあた るパル プ、二次資源 にあたる古紙

のそれぞれ について、各地域の生産 (回収) 量 と純 輸入量 (輸入量 と輸出量 との差)、 これ らか

ら得 られ る見かけの消費量を示 して いる。紙製品 と古紙 については、北アメリカ、ヨーロ ッパ、

アジアの3地 域で、全世界の生産 (回 収) 量の うちそれぞれ3割 あま りが生産 (回収) されて

いる。一方、パル プについては、北米が全世界 の生産量の45%を 占めている。貿易 については、

北米がMPCの3要 素すべてにつ いて他地域への供給源 とな っている。反対 に、 アジア地域が

3要 素すべて について他地域か らの供給 を受 けている。特 に、パル プと古紙 につ いては、 アジ

ア地域の純輸入量は生産 (回収) 量のそれぞれ23%に 達 している。

このように、アジア地域 を全体 として捉 えると、紙製品や原料 となる資源の生産 (回収) 能

力が地域内の需要を満たす には不十分であ り、不足分 を域外か らの供給 に依存 していることが

わかる。 こうした背景の中で、冒頭 に示 したよ うに、これ まで相対的に国内で閉 じていた 日本

の紙資源循環が開放 され、アジア地域に向 けた新 たな資源 のフローが加え られ ようとして いる

のが、昨今のアジアの紙資源循環の状況で ある。

そ こで、本章ではアジア地域 の中で も日本 を含 めた10の 国と地域 (中国、香港 、イ ン ドネ

表5.1 地域別 に見た世界 の紙資源 の生産 と貿易の現状 (2000年)

出 典: PPI annual revlew

20本 章 は 、 山下 (2002) を もと に加筆 修 正 した も ので ある。
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シア、 日本 、韓 国 、マ レー シ ア、 フ ィ リ ピン、 シ ンガポ ー ル 、台 湾、タ イ) に着 目 し、 この10

国 ・地 域 の 紙 資 源 のマ テ リアル ・フ ロー の分 析 を試み る。 な お 、 この10国 ・地 域 で ア ジア地

域 全 体 の紙 製 品 、パ ル プ、 古紙 の 消 費量 のそ れ ぞ れ9割 程度 を 占めて い る。

図5.1 ア ジ ア地 域 の紙 資 源 の マ テ リアル ・フ ロー (2000年)

米: ア メ リ カ 、 加: カ ナ ダ 、 欧: EU、 豪: オ ー ス ト ラ リ ア 、 露: ロ シ ア 、

ニ: ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 、 チ: チ リ 、 ブ: ブ ラ ジ ル

イ ン ドネ シ ア の 「他 」 は イ ラ ン 、 サ ウ ジ ア ラ ビア な ど 中 東 諸 国 が 主

韓 国 の 「他 」 は バ ン グ ラ デ シ ュ 、 ヴ ェ トナ ム な ど
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アジアの紙 資源のマテリアル ・フロー

図5.1は 、アジアの10の 国 と地域の紙資源の リサイ クル と貿 易の現状を表 した ものである。

各国 ・地域 の紙製品、パルプ、古紙 の生産 (回 収) 量 と消費量、貿易量と相手国の情報 を1つ

の図にまとめている。 各国 ・地域の配置は、現実の地理的 な配置 を考慮 しつつ、同じ要素の貿

易矢印の交差 をできるだけ少な くす るよ うに、試行錯誤 によって決め られている。一見す ると

複雑で解釈が難 しいと思われ るので 、以下にこの図の読み方 を解 説す る。

図5.1に お いては、各国 ・地域の生産 (回収)・ 消費量に比例 したサイズの正方形で 各要素

が描かれてお り、中国および 日本の紙資源の取扱 量の多 さが一見 してわかる。 この うち中国 に

注 目すると、「中国」 とラベルの付 いた正方形 ■が 紙製品 の生産量 を表 し、凡例 と比 較 して

3,000万 トンを超 えて いることがわかる。紙製品の消費量 を示す 領域 ■は 生産量の正方形か

らはみ 出してお り、中国は紙製品の純輸入国で あることがわか る。紙 製品の生産 量と同 じ色の

矢印が紙製品の貿易量を示 してお り、輸入元はアメリカ、EU、 ロシア、カナダ、オース トラ

リア (純輸入量の多い順) というアジア地域外の国 ・地域か らあわせて100万 トン台と、日本 、

韓国、台湾、 イン ドネシア、タイ というアジア地域内の国 ・地域か ら10～50万 トンずつで あ

ることがわか る。

次 に、古紙 のリサイクルの状況 を見る と、紙 製品の消費量 ■に 対 し、古紙の回収量 ■の

面積は半分以下であ り21、古紙回収率は50%以 下であ ることがわかる。一方、中国国内で利用

され る古紙 ■は 回収 され る量よ り多 く、不足分がアメ リカやEU、 香港か ら輸入されている

ことがわかる。また、紙製品の生産 に用い られるパル プの量 ■は 古紙の利用量 とほぼ同等で

あ り、古紙の利 用率 は50%程 度である ことがわか る。パ ルプにつ いて も国内の消費量を国内の

生産 □で まかな うことはできず、カナダをは じめとした アジア地域外か ら200万 トン超、イ

ン ドネ シアか ら10～50万 トンを輸入 している。中国のパルプ生産量 □は 域内最大であるが、

その うちの3分 の2以 上が、わ らな どの木材以外 を原料 と して生産 されている。 したが って、

国内の森林資源への依存量は見かけほどは多 くな いと言 える。

以上、中国 を例 として図5.1の 持つ情報 をやや 詳 しく検討 してきた。 ここで見 られた貿 易と

表5-2 図5.1に お け る各 国 ・地域 の 貿 易 と リサ イ クル の パ ター ンの 典型 例

21  これは古紙回収量の正方形の対角線と紙製品消費量の正方形の一辺 を比較す るとわかる。

44



第5章 循環型社会はどこまで広がっているか

リサイ クルのパター ンを一覧に したのが表5.2で ある。これ と図5.1を あわせて見ると、紙製

品の供給元 となって いる国 ・地域 としてはイ ン ドネシア、韓国、タイがあ り、中で もイ ン ドネ

シアはパル プについて も他国に供給 して いることがわか る。 日本 と台湾は、欧米やイン ドネシ

アか らは紙製品を輸入す る一方で、中国や香港には紙製品 を輸出している。 これ らの国 ・地域

はいずれ も、原材料で あるパル プや古紙 をアジア地域の外か ら輸入 している。 また、一見する

と 日本 については紙 の消費量 と古紙の回収量のデー タが記載されていないように思える。 しか

し、 これ は日本の紙製 品と古紙の輸出入 の割合が極端 に低いため、紙製品につ いては生産量の

正方形 に消費量の正方形が (古紙は利用量 に回収量が) 隠 されて しまって いるのである。

アジア地域内のマテ リアル ・フロー を大 まかに捉える と、紙製品やパル プの供給国であるイ

ン ドネ シアや タイか ら、パル プの供給 を受ける韓国、製品の供給を受ける台湾や 日本を経て、

中国やマ レーシア、 シンガポール、香港へ と至る流れを見て取る ことがで きる。加えて、イ ン

ドネ シア とシ ンガポール、中国 と香港は、それぞれ前者が後者に紙製品を供給 し、反対 に後者

が前者 に古紙 を供給 してお り、両国の間で閉じたループが形成 されている ことがわかる。van

Beukering (2001) においては先進国 と途上国 との間の分業のみが指摘 されていたが、実際

にはよ り複雑な分業が形成されているといえる。

データの入手方法

図5.1の よ うな分析 を行 うためには、対象 とす る資源のMPCの 各要素 について、対象 とす

る国 ・地域 にお ける生産 (回収) 量 と輸出入量の統 計を把握する必要がある。特 に、貿易統計

については取 引相手 ごとの取引量 をも特定 しなけれ ばな らない。また、図5.1の よ うに試行錯

誤によって作図するのではな く、後に示す ように何 らか の統計処理 を施 してデー タか ら情報 を

抽 出 しよ うとする場合には、入手 したデータを加 工 して全体 として整合性 を持 った行列 にまと

める必要がある。以下では、 この作業を順 を追って説明す る。

紙 資源の場合 には、原料 となるパルプか らはほ とん ど紙製 品だ けが生産 され る22。 また、消

費された紙製品は他 の素材 とは分離 され た形で古紙 として回収 される。 さらに、古紙のほとん

どは紙 製品として再 生される。 このよ うに、紙資源 の物質循環 は素材 として は紙 として閉 じて

いるため、関係する主体 も限定 される。結果 として、必要な統計 も限られ た情報源か ら入手す

る ことができる。

具体 的 に は、 紙 資源 はす べて 、 国連 食 糧 農 業機 関 (United Nations Food and Agriculture

Organization: FAO) にお いて 森林 製 品 (Forest Products) とい うカテ ゴ リー の 中で 一 括 して

扱 わ れ て い る。 したが って 、FAOの 森 林 製品 に 関す る統 計 年報 にあ たる こ とで 、国別 品 目別 の

生産 量や 輸 出入 総 量 の 時 系列 が 得 られ る。 しか も、 これ らのデ ー タ はFAOの ホ ー ムペ ー ジか

22 例外 として溶解パル プ (Dissolving pulp) か らは合成繊維や プラスチ ックな どが作 られるが、

生産 量に占める割合 はわずかで ある。
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ら基 本 的 に無 料 で ダ ウ ン ロー ドが で き る。 今 回 の 分析 に は 、 パ ル プ の デ ー タ と してPulp for

Paper (製 紙 用パ ル プ) 23を 、紙 製 品の デー タ と してPaper and Paperboard (紙 と板紙) を、

古 紙 のデ ー タ と してRecovered paper (古 紙) を用 いた 。 た だ し、特 にア ジ ア地域 の分 析 を行

う場 合 、FAOの 統 計 には難 点が あ る。それ は、台 湾 と香港 の統 計が 中国 の統 計 の 中 に含 まれ た

か た ち で掲 出 され て いる ことで あ る。後 述 の貿 易統 計 で は 両 地 域 は 中国 本土 とは別 掲 とな って

お り、図5.1で 見 た とお り両地 域 の マ テ リア ル ・フ ロー にお け る位 置 づ けが 中国本 土 とは大 き

く異 な って い る こと を考 えて も、両 地域 の統 計が 分 離 され た 状 態 で 入手 で きる ことが 望 ま しい。

こ の 要 求 を 満 た す 統 計 が 、 世 界 の 紙 パ ル プ 産 業 の 業 界 紙 で あ るPulp and paper

international (PPI) 誌 か ら入手 で き る。 毎年7月 号 に、Annual reviewと して世 界 各 国 ・地

域 の紙 とパ ル プ の 生産 量や 古 紙 の 回収 量 、そ れ ぞれ の輸 出 入 総量 の統 計が 掲 載 され て いる 。PPI

誌 の デ ー タ も、同誌 のホー ム ペ ー ジ (http://www.paperloop.com/) か ら一 部 をダ ウ ン ロー ドす

る ことがで き る。 そ こで 、今 回 はFAOの 統 計 をベ ー ス と して 不 足 分 をPPIの 統 計で 補 う形 で

分 析 を行 う こ と と した 。

一 方、 貿 易 統 計 につ いて は、 基 本 的 には 各国 の通 関統 計 を個 別 に収 集 す る必 要 が ある24。 そ

の際 、 各国 がHarmonized Commodity Description & Coding System (HS) とい う共 通 の品

目番 号 を用 いて統 計 を記録 して い る25の で 、この番 号 を調 べ れ ば必 要な 品 目のデ ー タが わ か る。

例 え ば、47か ら始 まる 品 目は製 紙 原 料 で あ り、4701～4706が パ ル プ、4707が 古紙 とな って

い る。この うち4702は 溶解 パ ル プ で あ り、今 回 の分 析 か らは 除 い た。また 、古紙 の 中で は470710

が主 と して 段 ボ ー ル古 紙 を指 し、470720が いわ ゆ る上 質 古 紙 、470730が 新 聞古 紙 や雑 誌 古紙 、

470790が そ の他 の古 紙 と細 分 化 され て い る。 一 方 、紙 製 品 につ い ては4801～4813の 合 計値

を分析 に用 いた 。なお 、FAOの 統 計 や 日本 の官 庁 統 計 にお いて も、品 目 ごとにHSコ ー ドとの

対応 が 明記 され て お り、生産 ・回収 の統 計 と貿 易 統 計 の品 目 を整 合 的 に接 続す る こ とが で き る。

デ ータの加 工

こ うして集 め られ た貿 易統 計 には 、各 国 ・地 域 ご とに輸 入 と輸 出 の二 組 の デー タが存 在 して

いる。 これ は 、A国 か らB国 へ の 資 源 の移 動 につ いて 、A国 か らB国 へ の輸 出統 計 とB国 のA

23 Wood Pulp (木 材パ ル プ) か らDissolving Pulp (溶 解 パル プ) を除 き、Other Fiber Pulp

(非木 材 パ ル プ) を加 えた もの。

24 実 際 に各 国 の 通 関統 計 の冊 子 か ら該 当す る品 目の部 分 だ け を抜 き出 して電 子 デ ー タ と して

入 力す る には相 応 の 手 間が か か る。World Trade Atlas (http://www.gtis.com/) な どの有 料 サ
ー ビス を用 いる と、 国 と品 目、 年 次 を指 定 して必 要 な デ ー タ をダ ウ ンロー ドす る こ とが で き、

作 業効 率 は飛躍 的 に向 上す る。

25 HSは 、 「商品 の 名称 及 び 分類 につ いて の統 一 シス テ ム に関 す る 国際 条 約 (International

Convention on the Harmonized Commodity Description and Coding System)」 に基 づ く品 目

分類 で あ る。現 在 で は 、世 界 の ほ とん どの国 が 、6桁 の共 通 コー ドに3桁 の 各国 コー ドを加 え

た 品 目表 を採 用 して いる。
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表5.3 紙製品の輸入統計 と輸出統計 との差異 (2000年: 千 トン)

出典: 各国 ・地域の貿易統計

国か らの輸入統計 という二つのデータが存在す ることを意味する。 しか も、多 くの場合両者は

一致 しな い。例えば、表5.3は 紙 製品について、各国 ・地域が報告 している相手国 ・地域か ら

の輸入量 と、相手国 ・地域が報告 している当該国への輸 出量 との差 を示 して いる。中国の列が

すべて正の値 とな っているのは、 中国が報告 した輸入量が相手国 ・地域 が報告 した中国への輸

出量をいずれ も上回って いる ことを表 して いる。 また、 日本 の行がすべて正の値 とな って いる

のは、 日本が報告 した輸出量が相手国 ・地域が報告 した 日本か らの輸入量をいずれも下回って

いる ことを表 して いる。他の国 ・地域につ いてはこうした一貫 した傾向は見 られなか った。ま

た、中国、 日本 ともパル プと古紙 には こうした傾向はなかった。

こうした貿易統計の食 い違いは、貿易に関する実証研 究を行 う際に直面す る課題の一つであ

り、van Beukering (2001) やFeenstra et al. (1999) などにおいて、対処方法が論じら

れている。一般的 には、輸入国は関税を徴収 している ことが多 く、輸入量 を正確 に記録す るイ

ンセ ンティブを持 っているため、輸出国側 の情報よ りは輸入国側の情報 の方がよ り正確である

とされる。また、途上国の情報 よ りは先進 国の情報の方が一般的 にはよ り正確 とされる。本研

究 にお いて も、 このルールに従 ってデータを扱 うことも検 討 したが、次 のよ うな理 由か ら、原

則 として輸入 と輸出の平均値 を代表値 として用 いることとした。すなわ ち、生産 ・回収統計と

ともに得 られる各国 ・地域の輸出入 の統計は、原則的 に当該国 ・地域の報告 に基づいている。

したが って、例えば輸入値 を代表値 として採用すると、輸出の側 に極端 に大 きな誤差が生 じる

ことにな る。そのため、生産 ・回収統計 との整合性 を重視する立場か ら、平均値を採用した。

また、各国 ・地域の輸出入総量の値 につ いては、FAOやPPIの データではな く貿易統計の合

計値 を用 いることとした。

以上によ り生産 ・回収量 と輸 出入量が確定すると、「生産量-輸 出量+輸 入量」により見かけ

上の消費量が 計算できる。 こうして物質循環の分析に必 要なデータが揃 う。ただ し、このまま

のデータでは一部の国 ・地域 にお いて 自給 量26が負値 を取 る ことがある。例えば、今回のデー

26 自給量 とは、国内で生産 された ものの うちそのまま国内で消費 され る量 (=生 産量-輸 出量
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夕では、香港では約20万 トンの紙製品が生産 され、220万 トン弱が輸出され、300万 トン余 り

が輸入 され、100万 トン余 りが消費されて いる。この場合、香港 の自給 量は-200万 トンという

計算になる。

この原 因は、香港が 中継貿易を行 っているためで ある。本章の 目的であるアジア地域の紙資

源のマテ リアル ・フ ローの分析のため には、こうした中継貿易の効果 をできるだけ取 り払い、

元々の輸出国か ら最終 的な輸入国へ のフロー を把握す ることが重要で ある。また、データの中

に負値が含 まれる と以 降の分析 に不都合が生 じる。そ こで ここでは、香港は正味80万 トンを

輸入 し、輸出は してお らず、20万 トンを自給 して いると考 える。つ まり、問題 となる国 ・地域

の消費量が生産量 を上回っていれば不足分を輸入 して いると考え、逆で あれば超過分を輸出 し

て いると想定す ることとす る27。この場合、残 りの220万 トンの輸 出量は、元 々香港が輸入 し

た国 ・地域か ら直接当該国 ・地域へ輸出されたもの と考 える。具体 的には、香港の輸入 シェア

に応 じて220万 トンを輸出元の各国 ・地域 に輸出量 として追加配分 し、次 に、 この各国 ・地域

への追加配分量 を香港か らの輸出シェアに応 じて輸入先の国 ・地域に配分 した。

分析用 の完成データ

以上のような補正を経て完成 したデータを表5.4、 表5.5、 表5.6に 示す。そ れぞれの表 に

おいて、行 (横方向) の和が各国 ・地域の生産 (回収) 量 を表 し、行の内訳がその製品が どの

国 ・地域で どれだけ消費されているか を示 して いる。 同様 に、列 (縦方向) の和が各国 ・地域

の消費量 を表 し、列の内訳がその製品が どの国 ・地域か らどれだけ供給 されて いるかを示 して

いる。

対象としたアジアの10力 国 ・地域 の他、 この地域 に紙資源 を供給 して いる主要な国 ・地域

とのフ ロー も把握で きるよ う、主要な国 ・地域 について は明示的に行列 に含 めている。この他、

上記以外 の地域のデー タを示す行 と列 を加える ことで、全世界のデータを網羅 した形 となって

いる。ただ し、 このデー タは上記のよ うな多段階の補正 を経たものであ り、各国 ・地域の生産

量や貿易量 は必ず しも実際の統計と一致す るものとはな っていない。

=消 費量-輸 入量) である。

27 この仮定 は状況を単純化 しすぎて いる面が ある ことは否定できな い。例 えば、国際的な分業

が発達 し、紙製 品の中で も香港は新聞紙の生産 に特化 して製品の一部 を輸出 し、段ボールな ど

他の紙製品 を輸入 して いるといった状況の場合、自給 量は今回の想定値よ り少な くなる。 しか

し、今回は入手できるデータの制約か らこうした詳細な検討 は行わなか った。
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表5.4 アジ ア地 域 のパ ル プの マテ リアル ・フ ロー (2000年: 万 トン)

表5.5 ア ジ ア地 域 の紙 製 品 のマ テ リアル ・フ ロー (2000年: 万 トン)
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表5.6 ア ジ ア地 域 の 古紙 のマ テ リアル ・フ ロー (2000年: 万 トン)

以上の3つ の表のデータか ら副次的に得 られるのが、次の表5.7と 表5.8の 情報である。表

5.4か ら一次資源 (パルプ)、 表5.6か ら二次資源 (古紙) の消費量が得 られ る。 これ と表5.5

か ら得 られ る最終製品 (紙製品) の生産量を対比 したのが表5.7で あ り、各地の原料の投入構

造や古紙 の利用率がわかる。同様 に、表5.5か ら得 られ る紙製品の消費量 と表5.6か ら得 られ

る古紙の回収量 を対比 したのが表5.8で あ り、各地の古紙の回収率がわかる。

表5.7 アジア地域の紙 製品の原料投入状況 (2000年: 万 トン)

表5.8 アジ ア地 域 の古 紙 の 回収 状 況 (2000年: 万 トン)
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ここで問題 となるのが、表5.7のE行 、G行 によって示された 「繊維損失」に関す る情報で

ある。通常、パル プお よび古紙の形で投入 される紙繊維の量と、紙製品として産 出され る紙繊

維 の量 を比較 した場合、ある程度よ り短 い繊維は生産工程の中で失われ るため、製品に含まれ

る紙繊維の方が数%少 な くなる。 したが って、原料の投入量よ りも製品の生産量の方が若干少

な くなると考え られ る。段ボールな どに用いる板紙 の場合には これが当て はまり、最近の 日本

の例では6%程 度の差 がある。反対 に、 グラビアに用い られ る印刷 用紙のよ うに表面を塗工 し

た紙の場合、繊維以外の成分が加わ るため製品の方が若干重 くなる。その結果、 日本の紙の生

産量は5%程 度 原料 よ り多 くな っている。 しか し、表5.7に 示される繊維損失率は、各国 ・地

域 ともこの幅 を遙か に超えて変化 して いる。 したが って、 これ らの値は各地 の技術 を反映して

いるわけではな く、元 々の統計誤差 と これ までのデータ補正の結果生 じた誤差 とが集約されて

いると考えるべきで あろう。同様 に、表5.8のJ行 、K行 によって示 され る紙 の廃棄 に関す る

情報 につ いて も、誤差が集約されている と考 えられ る。

5.2 マ テリアル ・フロ ー の 分 析

これまでの作業 によ り、分析 に必要なデータを一通 りそ ろえる ことができた。 ここか らの分

析は、表5.4～表5.6の 行列によって与え られた多次元の情報 を少数の次元に集約 し、情報の

核心部分 を簡潔 に提示す る作業 といえる。その意味では、先 に見た図5.1も10の 国 ・地域 を

3要 素×(10+α) 国 ・地域 (=次 元) の情報を元 に2次 元の平面に位置づける作業 といえる。

図5.1の 場合 には これ を試行錯誤によって行 ったが、以下ではよ り系統的な方法を用 いる。

要素別のマテリアル ・フロー

まず 、紙、パルプ、古紙 の3要 素それぞれ について、マテ リアル ・フローが各国 ・地域 ごと

にどの程度閉 じているか を明 らか にする。すなわち、資源の供給面に着 目した場合には、 自給

率 とそれ以外 のアジア地域への依存割合 (域 内依存率)、 そ してアジア地域外への依存割合 (域

外依存率) を計算すればよい。また、資源の消費面に着 目した場合には、自家消費の割合 (自

消率) とそれ以外 のアジア地域への供給割合 (域 内供給率)、 そ してアジア地域外への供給割合

(域外供給率) を計算する。供給面の分析 においては、行列の各要素を列和 (総消費量) で割

ることで、各国 ・地域か らの供給割合が得 られるので、 これ を自分、域内、域外に分類すれ ば

よい。同様 に、消費面の分析 においては、行列の各要素を行和 (総生産量) で割 ることになる。

この操作 を数式 を用いて表現す る。 ここで、表5.4か ら生産量の列 と消費量の行を取 り除い

た行列 をSpと お く。 また、生産量 を対 角成分 とした対角行列 をYpと お き、消費量 を対角成分

とした対角行列をYp*と お く。同様 に、表5.5か らT、X、X*を 、表5.6か らSs、Ys、Ys*

を得る。 これ らを用いて列Spb、Spa、Tb、Ta、Ssb、Ssaを 以下のよ うに求め る。
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(5.1)

ここで、添字bを 持っ行列は、各地で消費される資源や製 品が どの国 ・地域か らどの程度の割

合で供給 されて いるか という供給割合を示している。同様 に、添字aを 持 つ行列 は、各地で生

産 された資源や製品を どの国 ・地域が どの程度 の割合で消 費して いるか という消費割 合を示 し

て いる。よって、添字bの 行列の各列 を自分 、域内、域外 に分類すれば、供給面 について 目的

の値が得 られる。同様に、添字aの 行 列の各行 を分類すれば、消費面 についての値が得 られ る。

結果 を表5.9～表5.11に 示す。自 給率、自消率が高いほど、その要素のマテ リアル ・フロ

ーがその国 ・地域内で閉 じていると言える。 それぞれ、 自給率、 自消率が 高い順 にソー トされ

て いる。ただ し、先に説明 した中継 貿易の補正 の結果、輸出 もしくは輸入がゼ ロとおかれた国 ・

地域については、 この補正のため に自給 率もしくは 自消率が100%と なる。該 当するデー タに

は網掛 けを して区別 してある。

表5.9 アジア地域のパルプの供給 ・消 費状況 (2000年)

表5.10 アジア地域の紙資源の供給 ・消費状況 (2000年)
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表5.11 ア ジ ア地 域 の 古紙 の供 給 ・消 費状況 (2000年)

傾向が比較的明確 なパル プと古紙 について は、次のような特徴が見て取れる。供給面につい

てみる と、 日本の古紙 の 自給率の高 さを除けば、パル プ、古紙 ともにアジア地域の自給率は軒

並み低 く、域外への依 存が高 いことがわかる。消費面につ いて見 ると、パルプにつ いてはタイ

とイ ン ドネシアだけが 自消率が低 く、自国外 にもパルプを供給 して いる ことがわかる。古紙 に

つ いては香港 とシンガポールだ けが 自消率が低 く、外部 に古紙を供給 している。 この他の国 ・

地域はいずれ も自消率が高 く、内部で閉じて いると言える。 このように、原料の フロー という

面か ら見 ると、アジア地域は域外か らの供給への依存が高いことが確認できる。一方で、パル

プにお けるタイ とイ ン ドネシアや古紙 における香港 とシンガポール のよ うに、 アジア地域内を

中心 に原料 を供給 して いる国 ・地域 もある。

紙 につ いては次のような特徴が ある。中国 と日本は、紙製品の流入 と流出 ともに相対的 に閉

じている。反対に、マ レー シアは相対的に開いて いる。イ ン ドネシアや韓国は、紙製品の流入

について は閉 じているが、流出については開いて お り、他の国 ・地域に製品 を供給 している。

そ して、 これ らの中間に台湾が位 置 している。

MPC全 体のマテリアル ・フロー

ここまでは、MPCの3要 素それぞれにつ いて、個別 にマテ リアル ・フロー を検 討 して きた。

しか し、MPCそ の ものの姿を捉 えるためには、原料の生産 か ら製品の消費 に至る流れ を把握

する必要があ る。例 えば、イ ン ドネシアか ら輸入したパルプを用いて 中国で紙が生産 、消費 さ

れているとすれば、資源 の観点か ら見た中国の 自給率 は製品の観点か ら見た 自給率よ りも低 く

なるはず である。 あるいは、 シンガポールで回収された古紙がイ ン ドネシアに輸 出され 、それ

を元 に生産 された紙が再びシンガポールに輸出 されて 消費 されて いる とすれば、シンガポール

の 自給率は見 かけよ り高いことになる。

つま り、ある国 ・地域の正味の 自消率 を評価するためには、原料の生産地か ら消費地へのフ

ローに関す る情報の後 に製品の生産地か ら消費地への フロー に関す る情報 を接続 し、原料の生

産地か ら製品の消費地 へのフロー に関す る情報 を導 く必要がある。同様に、真の 自給率 を求め
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るには、製品の消費地か ら生産地にさか のぼるフロー に原料の消費地か ら生産地に さかのぼる

フロー を接続する必要が ある。 この操作 は、数学的 にはそれぞれ のフローの情報を持つ行列の

積 を取 ることに相当する。

ただし厳 密には、それぞれの接続において、原料の消費 (生産への投入) と製品の産 出に関

す る情報を、原料のフロー と製品のフローの間 に挟む必要が ある。すなわち、表5.7に 示 され

る原料の投入構造 に関す る情報である。 しか し、すで に見たよ うに、今回のデータ ・セ ッ トに

お いては、この表5.7の 情報は現実の繊維損失量よ りもデータの誤差の方を代表 していると考

え られる。そ こで今回は、生産段階の繊維損失を無視 して分析 を行 う。つま り、投入された原

料 はすべて製品となる と仮定する。 したが って、資源の投入か ら製品の産出に向か うフ ローを

表す行列Ppaお よびPsaに 、単位行列 を用いる ことにな る。一方で、製品か ら資源投入へ とさ

かのぼるフローにつ いては、製品に含 まれ る繊維 をパル プに由来す るもの と古紙に由来す るも

のとに区別する必要があるため、パルプに由来す るフロー を表す行列Ppbと 古紙 に由来するフ

ロー を表す行列Psbが それぞれ必要となる。 ここで、Ppb=Yp*X-1で あ り、Psb=Ys*X-1で あ

る。

資源お よ び 製 品そ れ ぞれ の フ ロー は (5.1) 式 の行 列 によ って 与 え られ て い る。 これ を用 いる

と、パル プ の 生産 地 か ら紙 製 品 の消 費地 へ の フロー はSpaPpaTaに よ って 、古 紙 の 回収 地 か ら

紙 製品 の消 費 地へ の フ ロー はSsaPsaTaに よ って そ れ ぞ れ 表 され る。一 方 、紙 製 品 の 消 費地 か

ら原料 の生 産 地 に さか の ぼ る フ ロー は 、SpbPpbTb (パ ル プヘ)とSsbPsbTb (古 紙 へ) に よ っ

て 表 され る28。 また 、 以 下で は 一次 資 源 と二 次資 源 を一 括 して扱 っ た方 が 分 析 上 都 合 が よ い場

合 もある。 そ こで 、SpaとSsaを 対 角 成分 と し残 りの 成 分 を0と す る行 列 をSaと お き、Ppaと

Psaを 上下 に並べた行列 をPaと して 、 これ らを用いる こともある。 同様 に してSb、Pbが 得 ら

れる。 これ らの式を用 いて実際に計算 した結果を以下 に示す。

図5.2は 、アジア地域の各国 ・地域で消費されて いる紙製品 について、その原料 の供給元 を

自給、アジア域内、域外 に分類 して構 成割合 を示 した ものである。上述の添字bの 行列 を用い

てマテリアル ・フロー をさかのぼった結果である。合計が必ず しも100%と な っていな いのは、

先述の原材料消費量 と生産量との統計上の不一致 による。表5.10の 紙資源の供給状況 とこの

図のパルプ と古紙 をあわせた原材料 の自給率とを比較す ると、全般的に後者の値が前者 を下回

っている。中で も韓国 とイン ドネシアは45ポ イ ン ト、タイは36ポ イ ン トと、大幅 な差がある。

製品 としては自給 していて も、そ の原料 とな るパルプや古紙を外部 に依存 しているためである。

アジア域外か らの原材料供給割合 も、 日本 と中国以外 は軒並み50%前 後 の値 を示 して いる。こ

のように、原材料か ら製品への流れ を接続 してMPCを 垂直方向 に分析す ることで、水平方向

の分析では捉え られなかったアジア地域の域外への依 存の実態 を明 らかにす ることがで きる。

28 ちなみに、第3章 における循環行列の計算の際には、添字bに ついては行列の積が逆順 にと

られている。 これ は、第3章 で利用 して いる行列が転置 されているためで ある。
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図5.2 アジア地域 の紙製品の原料供給元の構成 (2000年)

表5.12 アジア地域 の製紙原料 の消 費状況 (2000年)

同様 に、添字aの 行列 を用いることによ って、原料 の生産地か ら製品の消 費地 に向けた流れ

を追う ことができる。その結果を表5.12に 示す。この表 を表5.9お よび表5.11の 消費状況部

分 と比較す ると、原料 自体 としては 自消率が高かった場所 でも、製品の貿易の影響で最終製品

の消費地が海外 となる割合が増える ことがわかる。

ここで再び 図5.2に 戻 り、日本 の原材料 自給 率に着 目 してみる。すで に見たよ うに、このグ

ラフは 日本で 消費 されている紙製品は37%が 国産 のパル プか ら、48%が 国産の古紙か ら作 られ

て いることを示 して いる。 しか し、37%の 国産パル プの半分以 上が輸入 されたパルプ材から作

られて いる。 また、国産古紙 は国内で消費 され た紙製品 に由来 している。 したがって、48%の

国産古紙の うち37%は 国産パル プか ら作 られ た紙 に由来 し、48%は 国産古紙か ら、残 りは国外

の原料か ら作 られた紙 に由来す るといえる。つま り、図5.2の 段階では厳密な自給率は把握で

きて いないので ある。

フローをさか のぼる2つ のルー トのうち、パルプか らパルプ材の フローへ とさかのぼるルー
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トについては、数学 的にはパルプのフロー の行列の前 にパル プ材か らパルプへの変換の行列 と

パルプ材 のフローの行列 をか ける ことを意味する。 したが って、 この2つ の行列 に相 当す るデ

ータが得 られれ ば、 フローをさかのぼることがで きる29。一方、古紙 の由来 をさかのぼるルー

トについて は、究極 的には古紙 と紙 の循環 を無限 にさかのぼ らなけれ ばな らない。 この究極 自

給率の計算 は、数学的には次 のよ うな手続で行 うことができる。

まず、回収 される古紙 とそ の元になる紙製品消費 とのマテ リアル ・フロー を表す行列 として

Qsbを 与える。ある国で回収 される古紙はす べてそ の国で消費 された紙製品 に由来す るといえ

るので、今 回のケースではQsbは 単位行列 となる30。ここで、QsbSsbPsbTb=Rsbと な る行列Rsb

を考える と、 この行列はアジア地域 の各国 ・地域で消費 されて いる紙製品の原料の供給元を、

製品 の生産地Tb、 生産 に用 いられ る原料Psb、 原料 となる古紙 の回収地Ssb、 そ して古紙が 由

来す る元の製品の消費地へQsbと 、紙資源の物質循環 に沿 って一回 りさかのぼっていることに

なる。なお、一次資源 と二次資源を一括 して扱 う場合には、すべての要素が0で ある行列Qpbを

考 え31、これ とQsbを 左右に並べた行列Qbを 用 いることで、QbSbPbTb=Rbと いう形で定式化 で

きる。

ここで、究極 自給率 を、ある国 ・地域 の紙製品消費量 のうち、その国 ・地域で生産されたパ

ルプに究極的 に由来す る割合 と定義する。すでに明 らかにした とお り、紙 製品消費量のうちパ

ルプに直接的 に由来す る割合はSpbPpbTbに よって与 え られるので 、その うちの 自給割合を求め

れば直接 自給率が得 られる。次に、紙製品消費量の うち1回 前の紙製品消費に直接的に由来す

る割合がRbに よって与えられ るので、SpbPpbTbRbを 計算す ることで1回 前の紙 消費量のうち

パル プに直接的 に由来す る割合が得 られる。その うちの 自給割合を求めれば、間接一次 自給率

が得 られる。同様 に、紙製品消費量の うち2回 前の紙製 品消費に直接的 に由来す る割合がRb2に

よって与え られるので、SpbPpbTbRb2か ら間接二次 自給 率が得 られる。 こうして紙の循環 を無

限にさかのぼる ことによって、

(5.2)

か ら究極 自給率を求める ことがで きる。 ここで、Rbの 無限級 数和 の部分を展 開す ると

(5.3)

が 得 られ る。Rbに つ いて は 、定義 か らソロー の列 和 条 件が 成 り立つ (宮 沢 (2002)) ので 、(5.3)

式 の 逆行 列 は常 に 存在 す る。

29 ただ し、本論文においてはデー タの制約か らこの分析 は行わな い。

30 回収の際 に異物が混入す る場合や、製品や古紙が品 目ごとに細 分化 されて いる場合は、Qsb

について もデータか ら行列を求める必要がある。
31 これは、パルプか ら製品にはさかのぼることはできないとい うことを意味す る。
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図5.3 アジア地域の紙資源の 自給率の比較 (2000年)

(5.3) 式 を用 いてアジア地域 の紙資源の究極 自給率を求めた結果を図5.3に 示す。比較のため

直接 自給 率32も あわせて掲 出してある。 日本 は、直接 自給率で は中国に劣 るが、究極 自給率は

中国の58%に 対 し70%に 達 している。同様な順位 の逆転 は、台湾 とマ レー シアとの間で も起き

て いる。究極 自給率 と直接 自給率 との差が国 ・地域のよって大き く変動 している理由は、図5.2

と比較する ことで明 らか となる。すなわち、究極 自給率 の伸びが大 きい国 ・地域 は、図5.2に

お ける古紙 の 自給率が高いとい う傾向がある。全体 的な傾向 としては、自給率が50%を 上回っ

て いるのは 日本と中国だけであ り、アジア地域の紙資源 の域外依存の強さをあらためて確認す

ることがで きる。

循環度を用 いたMPCの 分析

ここまで は、アジア地域の紙資源のマテ リアル ・フローを、各国 ・地域の 自給率と外部への

依 存 とい う観点か ら分析 してきた。 これ によ り、対象 とする国 ・地域 の紙資源 の物質循環が ど

の程度 内部で閉じているかが明 らか とな った。 一方で、物質循環の分析 において は、対象とす

る資源が どの程度有効に利用 されているか とい う、資源生産性の観点も重要 となる。そ こで以

下では、資源生産性 の指標 の一つ として筆者 らが開発 した 「循環度」とい う指標 (Yamashita et

al.(2000) および第3章 を参照) を用いて、あ らためてアジア地域の紙資源のマテ リアル ・

フローの分析を行 う。

循環度 とは、対 象とする製品を構成す る素材 (紙製 品であれ ば紙の繊維) に着 目し、その素

32 この 直 接 自給 率 は、 図5.2に お け るパ ル プ の 自給 率 に等 しい。
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材が採取 されてか ら廃棄され るまでに何回利用され るか、期待値を統計的 に計算 した ものであ

る。現時点 を基準 として、その素材が これ までに何回利用されてきたか を示す事 前循環度と、

これか ら何回利用 され るかを示す事後循環度、そ して これ らを足 しあわせた総循環度 とい う3

つの指標か らな る。Yamashita et al.(2000) および第3章 において は、対象とする国内に

おける利用回数のみを計測す るモデル として定式化 されていたが、数学的な構造に変更を加 え

る ことな くそ のまま多国間の貿易 を含 んだモデルに適用する ことができる。

先に究極 自給率 を求める際に用 いた行列Rbは 、見方 を変えると現在消費されている紙製品に

含まれ る繊維 のうち、これ までに少な くとも1回 は利用 された ことがある繊維の割合 を示 して

いるといえる。つ まり、Rb2は 少な くとも2回 は利用 され た ことがある繊維の割 合を示 し、Rbn

は少な くと もn回 は利 用 され た ことが ある繊維 の割合 を示 す ことにな る。 したが って 、

Rbn-1-Rbnに よ り、ち ょうどn-1回 利用された繊維の割合がわかる。言 い換えれば、対象 と

している繊維 が これ までにn-1回 利用 された ことがあるものである確率がRbn-1-Rbnの 列和に

よって与え られる ことになる。利用回数 とそ の確率がわかれば、i国 (地 域) の事前循環度Cbiを

以下のようにその期待値 として求 めることができる。

(5.4)

同様 に、行列Raか ら事後循環度caiを 求め ることができる。 さらに、行列RbとRaを 求める際

に、行列Sb、Tb、Sa、Taの 対角成分以外 をゼ ロとおけば国内だけの循環度が得 られ、アジア

地域以外の成分をゼ ロとおけばアジア地域 にお ける循環度が得 られ る。以上の説明においては、

循環の起点 を製品の消費時点にお いたが、原料の生産時点や製品の生産時点な ど、分析 の目的

に応 じて物質循環 の任意の位置か ら循環度を計算する ことができる。

図5.4お よび図5.5は 、原料の生産 (回収) 時点 を起点として循環度 を計算 した結果である。

図5.4は 各国 ・地域で生産 されたパル プが、平均的に何 回紙 として利用 されているかを示 して

いる。パル プの場合、事前循環度 は定義上0と なるので、事後循環度がそのまま総循環 度を表

す。各国 ・地域 について、三種類の事後循環度が示 されている。 このうち国内の循環度 とは、

生産されたパ ルプが廃棄 され るまで一度 も国外に出ることな く国内のみで利用 され る場合の循

環度である。す なわち、日本製パルプが 日本で紙 生産 に投入 され、製品 の紙が 日本国内で消費

され、古紙 として回収 されて1回 転 、という計算 にな る。日本産パルプが 一度 中国に輸出 され、

中国で生産 された紙が 日本 に輸入 されて 日本で古紙 として回収 される といった場合には、国内

循環度にはカ ウン トされな い。こうしたフローはアジア地域内の循環度 の方でカウ ン トされる。

また、輸出国がアジア地域外であった場合には、世界の循環度 にカ ウン トされ る。輸出された

国で古紙 と して再利用 され る場合 も、その分だけ世界循環度 に加算 される。

58



第5章 循環型社会 はどこまで広がっているか

図5.4 アジア地域 のパ ルプの事後循環度 の比較 (2000年)

図5.4に よると、ア ジア地域内で最 もよく利用されているのは、台湾産のパルプである こと

がわ かる。国内循環度が高いだけで なく、アジア地域 の域内循環度 も高い。一方、 日本は国内

循環 度で は台湾に次 ぐ位 置にあるが 、国外における利用状況で韓 国に劣るため、世界循環度で

は韓国が 日本を上回っている。同様 の逆転は、中国 とフィ リピン、タイ、イ ン ドネシアとの間

で も起きている。 どち らのケース も、 日本や中国のよ うに循環が相対的に国内で閉 じている国

と海外 に開かれて いる国 との傾向の違 いの現れ といえる。 また、各国 ・地域 の循環度 をパルプ

の生産量で重みづけ した平均値 を、アジア平均 として掲出 してある。0.67と いう値 は欧米 と比

較 してやや小 さい。一方で、上位3ヶ 国 は欧米の値 を上回って いる。中国やイン ドネシアなど、

生産量の多い国のパル プにつ いて、一層の有効利用が図 られるべ きである。

図5.5は 各国 ・地域 の古紙の事 前循環度 (左側) と事後循環度 (右側) の比較である。両者

の合計である総循環度 の大きい順 に並んでいる。事後循環度の傾 向は、パル プの場合 とほぼ同

様であ る。一方、事 前循環度 につ いては どの国 ・地域 も欧米を上回 り、アジア平均 も1を 超え

て いる。特 に、 日本以外のア ジア諸 国 ・地域 についてはいずれ も世界循環度の大きさが際だっ

て いる。世界事前循環度にお いては、域外か らのパルプ輸入 は1回 としてカウン トされない。

したが って 、世界事 前循環度が値 を持つため には、域外か らの古紙や古紙製 の紙製品の輸入が

必 要である。 したがって、域外で利用された紙資源 (欧米の古紙) への依存 の強 さが世界事前

循環度の大きさに現れ ているといえる。事前循環度が大 きいということは、それ だけよく利用

された繊維 が用いられ ている こと、すなわちアジア地域で利用 され る紙の質が相対的に悪い こ

とを意味 している。また、日本は事 前循環度につ いても国内で閉 じて いるが、中国は事 前循環

度すなわ ち紙繊維 の供給元 については海外への依存が見 られ る。
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図5.5 アジア地域 の古紙の循環度 の比較 (2000年)

5.3 まとめ

手法の研究 という側面か ら考えると、以下のような課題 が今後 に残 されている。一つは、こ

のモデルを時系列 に拡張 し、 これ までの世界のMPCの 発展過 程の検証や、 日本の循環が 開い

ていく姿の追跡に活用する ことで ある。 もう一つは、現状では紙や古紙な ど各要素を一括 して

扱 っていたが、 これ を品目別 に区分する ことで域内の分業の実態 を明らかにす ることである。

以 上によ り、多国間のマテ リアル ・フ ロー の実態 を捉 えるモデル を構築 し、それを用いてア

ジア地域 のマテ リアル ・フロー の実態 を定量的に把 握する ことが可能 となった。特に、MPC

の垂直方向と水平方向 とを行列によ り統 合 して定量評価する手法は、既存研究 には見 られ ない

ものである。ア ジア地域が全体と しては紙資源 を域外 に依存 していること。そ の一方で、域内

の国 ・地域 には個別の状況 に応 じた多様性が存在す ること。 こうした統計データか ら得 られ る

事実 を自給率や循環度 とい う簡潔 な指標によって表現す ることがで きた。加 えて、2000年 の段

階では日本の紙資源循環が閉 じていた ことも確認された。
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第2部

廃棄物税とその影響

第2部 にお いて は、廃棄物税を題材 として、所定の 目標 を達成す るための政策が社会に与え

る影響 を、特 に物 質循環 の構造 との関わ りに着 目し、経済モデルによ り定量的に分析す る33, 34。

第6章 廃棄物削減にはどの程度の課税が必要か

6.1 廃棄 物税 の経 済分 析

廃棄物税と廃棄物削減メカニズム

廃棄物税 による廃棄 物削減効果 の経済的メカニズム には、次の4つ の効果が想定できる。第

1の 効果 は、課税 による経済規模 の縮小の効果である。 これ によ り、当該財の消費および生産

段階にお いて発生する廃棄物の絶対量が削減 され る。第2の 効果は財の代替の効果である。廃

棄物へ の課税 によ り、生産額あた りの廃棄物排出量 (排出係数) に応 じて財 ・サー ビスの相対

価格が上昇す る。課税 による相対価格の変化 は各財 の廃棄物排 出係数に応 じて差がある。 した

が って、相対価格の上昇がより大きい財か らより小さい財への代替が、最終需要および中間投

入 の双方で進む ことになる。これによ り、単位生産額 あた りの廃棄物排 出量が減少する。こう

した経済構造 の変化 によ る廃棄物削減効果の見積 もりには、価格 の変化 とそれ に対する各経済

主体の反応 の評価が重要 になる。

こうした経済構造の変化に加え、廃棄物税の特徴 として 、 リサイ クルによる廃棄物排出削減

効果が2つ 考え られる。第3の 効果は、発生 した廃棄物 の一部が リサイ クルされる ことで廃棄

物の処分量が減る とい う、直接の削減効果である。第4の 効果 は、一次資源 (天然資源) か ら

二次資源 (再生資源) へ の代替 による、生産段階の資源消費の減少にともな う廃棄物発生量の

削減である。一次資源 の生産に際 しては、資本や労働 に加え多くの資源やエネルギーが投入さ

れ、結果 と して多 くの廃棄物が発生する。一方、理論モデルにおいては、二次資源の生産 とは

33 第2部 の内容 は、東京大学大学院総合文化研究科 の奥島真一郎氏 との共 同研究による成果で

ある。
34 第2部 は第1部 とは異なるモデ ルを扱 ってお り、数式に用い られる文字の表す変数の意味 も、

当然第1部 とは異なる。
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廃棄物か らの有価物 の分別 ・回収を意味する。 したがって、生産に要す る投入の大半は、回収

用の車両、分別や圧縮 ・梱包用の貯蔵施設な どの資本 と人件費によって 占め られる。つま り、

一次資源か ら二次資源への代替 とは、いわゆる動脈産業か ら静脈産業へ の代替であ り、単位 生

産額あた りの資源消費 のよ り多い財か らよ り少ない財への代替 を意味 してい る。

上記の経済的メカニズムの中で、第1の 効果 は経済規模 (GDP) の減少につながるた め、環

境 を守るためには経済 を犠牲にしなければな らないとい う トレー ド ・オフの関係が成立す る。

しか し、残 りの3つ の効果によれば、経済の水準 を維持 しつつ廃棄物 の排出削減を達成す るこ

とができる。 この効果 を最大限活用 して持続可能な社会を目指すのが 、シュ ミッ ト=ブ レーク

(1997) らが提唱す る ファクター10の 政策である。

こうした経済的メカニズムに加え、廃棄物 の最終処 分量 の削減には、 いくつかの技術 的メカ

ニ ズムが影響する と考 え られ る。第5の 効果は、技術的な廃棄物発生抑制の効果で、具体 的に

は、財の生産量に対す る廃棄物排 出量 の割 合の削減を意味す る。す なわ ち、理論モデル上は排

出係数の変化に相 当す る。第6の 効果は、廃棄物 の排出後最終処分され るまでの間に行われる、

焼却や減量化な どの中間処理の効 果で ある。中間処理の技術 の向上は、廃棄物排出量 に対す る

廃棄物最終処分量の割合 を低下 させ、最終処分量 の削減につながる。

過去の廃棄物減少要因の計測

このよ うに、廃棄物 の削減には様々なメカニズムが影 響す ると考 え られ る。次式は、廃棄物

の排 出削減能力 を3つ の要因に分解 して説明 したものである。

ここで、D: 最終処分量、W: 廃棄物排 出量、X: 国内生産額で ある。 第1の 要 因fmは 、廃棄

物排 出に対す る最終処分 の割合であ り、焼却や減量化 な ど中間処理 の要 因を意味す る。第2の

要因frは 、国内生産額 に対する廃棄物排 出の割合であ り、再使用や再 生利用 などの要因を意

味する。第3の 要因Xは 、経済活動の水準 (GDP) や産業構造の変化(X/GDP)の 効果な ど

の要因を意味す る。 これ ら3要 因と、先の6つ の効果の対応関係は、以下 の通 りである。第1

の要因は、主 として第6の 効果 と第3の 効果 の影響 を表す。また、第2の 要 因は、第5の 効果

と第4の 効果の影響 を、そ して第3の 要因は、第1, 第2の 効果 の影響 を表 している。

一例 として、これ ら3要 因のすべてが一定である場合 を想定 してみ る。 ここでは、最終処分

量 と経済活動の水準 には比例関係が成立す るため、最終処分量を削減するためには同 じ割合だ

け経済活動の水準 も落 とさなければな らな い。つま り、1%削 減 にはGDPも1%減 らさな けれ

ばならないため、1%削 減に要す る費用 も トンあた り700万 円程度 とい う計算 となる。

では、実際には各要因はどの程度排出削減 に寄与 して いるのであろ うか。以下では、マ クロ

データを用 いて3要 因の効果 を簡 易的に推計す る。表6.1は 、1995年 か ら1997年 まで の間の
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表6.1 最終処分量の削減要因の変化

図6.1 最終処分量削減要因の分解結果

最終 処 分 量削 減 に 関わ る要 因 の 変 化 を 示 して い る。 こ の間 に最終 処分 量 (D) は200万 トン

 (2.9%) 減 少 して いる 。 この 減 少 を3つ の要 因 に 分解 し、そ れ ぞれ の寄 与 を求 め る。詳細 な 分

析 の た め には 、 各 変数 につ いて 部 門 毎 の デー タ を扱 うべ き で あ るが 、 こ こで は簡 単 のた め集 計

値 を用 いた。 図6.1は 、表6.1の デ ー タ を 、次 式 を用 いて3要 因 に分解 した結 果で ある。

これ に よれ ば 、 要 因1が8%分 の削 減 効 果 が あっ た 一方 で 、 要 因2が3.3%、 要 因3が1.8%の

増 加効 果が あっ た ことが わか る。 本 論 文 では 、 この 値 を以 降の モ デル 分 析 の結 果 を評価 す る一

つ の 参 照点 とす る。

一般均衡モデルを用いた政策分析

廃 棄物 税 の 政 策効 果 を正 しく評価 す るた め に は 、上 記 の効 果 をモ デ ル化 し、相 対価 格 の変 化

や そ れ に対 す る各経 済 主体 の行 動 を評価 す る必 要 が ある 。 こう した 目的 に最適 な のが 、 異な る

嗜好 を もつ 各経 済 主体 の行 動 を詳 しく描 写 した 一般 均 衡 モ デ ルで あ る (Pearce (1999) な ど)。

こ こで は 、応 用一 般 均衡 モ デル (Computable General Equilibrium Model) の枠 組 み と、

そ れ を 用 いた 政策 分 析 につ いて 、以 下 のよ うな極 め て簡 単 な ミニモ デ ル を用 い て表現 す る。 こ
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う した説 明 を 試 み る のは 、 シンプ ル なモ デ ル を使 用す る こ とで 、 モ デル の 本 質 を 明確 にす る た

め で あ る。 な お 産業 連 関 分析 の基 礎 につ い て は 、宮沢 (2002)、 中村 (2000b)、 藤 川 (1999)

な ど、応 用 一 般 均衡 モ デ ル につ いて は、Shoven and Whalley (1992) な ど を参 照 の こと。

まず以 下 の よ うな社 会 会 計表 を考 え る。

表6.2 ミニモデルの経済構造

ここで、1、2は 産業 (商品)、Cは 家計 (最終需要部門)、Kは 資本、Lは 労働で ある。それぞ

れ の生産要素 につ いて、以下の需給均衡式が成立 している。

(6.1)

(6.2)

(6.3)

(6.4)

家計の収入は、以下 のよ うに決定される。

(6.5)

また、本経済では、資本、労働が本源的生産要素である。つ まり、

(6.6)

で制約されて いる。

以上の定式化 によって与え られる基準均衡 に何 らか の政策が施され、各財の価格が変化 した

ときに、経済全体の構造が どう変化す るかを予測するのが、応用一般均衡モデルを用 いた政策

分析 の枠組み である。 したがって、価格の変化 に応 じた各経済主体 の行動 の変化 をモデル化す

る必要がある。一方、通常の産業連関分析では投入係数 は固定である。つ ま り、価格体 系が変

化 して も生産 要素の投入比率 (投入構造) は変化 しない。そ こで、応用一般均衡 モデル にお い

ては、以下の方法で投入係数が価格に応 じて変化するよ うにモデル化 を行 う。

大前提 として、各経済主体の最適化行動 を仮定する。完全競争市場 にお いて各財の価格が与
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え られてお り、生産者の場合 には自らの利潤 を最大化す るよ うに、消費者の場合 には効用を最

大化するよ うに、各財の生産 量や消費量を各 自が決定す るという状況 を想定す る。つま り、生

産者jの 利潤 をπjと す ると、

max

の利潤最大化問題 を解 くことになる。 このとき、各投入要素xijと 生産物Xjと の関係 を表す生

産 関数の形状が重要な意味 を持つ。応用一般均衡 モデルにお いては、投入要素間の価格 による

代替 関係 を考慮 した生産 関数を用い、その関数形や投入 要素間の入れ子構造 を変化 させ ること

で、広範な価格代替構 造を表現す ることができる。

ここでは、価格代替効果 を考慮 した生産関数の中で もっとも一般的であるCES型 生産関数

(消 費者 の場合は効 用関数) を用 いてモデルの記述 を行 う。なお、CESと はConstant Elasticity

of Substitutionの 略であ り、代替弾力性 σが一定の生産 関数 を意味す る。この生産関数を用い

ると、本 ミニモデルの生産構造は以下のように表現 され る。

こ こで 、aijは 投 入 要 素 の シェ ア に関す るパ ラメー タで あ り Σiaij=1と す る。これ に よ り、生 産

技術 の規模 に関する収 穫一定が仮定 される。また、bjは 投入要素 と生産物に関す るアウ トプ ッ

ト ・パ ラメー タである。 こうしたパ ラメータの決定方法については後述す る。

この生産 関数の下で上記の利潤最大化問題 を解 くと、各投入要素について以下の需要関数が

導かれる (投入要素4種 、産業2部 門で合計8本)。

(6.7)

同時に、各部門の費用構造 を決定する費用関数が、以下のように得 られ る。

(6.8)

ここで、上記で得 られた需要関数 につ いて若干の検 討を行 う。まず、簡単のため σ=1の 場合

を考 える。す ると、式 は

と書き換 え られ る。 このとき、pjが 一定でpiだ けが2倍 に値上が りすれ ば、j産 業の製品iに

対す る需 要は2分 の1に なる ことがわか る。これ によ り、相対価 格の変化 に応 じて財の需要が

変化す るメカニズムが確認で きる。さ らに、 σが1以 外の場合 を考える と代替弾力性の果たす

役割 につ いて も確認で きる。すなわち、相対価格の σ乗 に比例 して需要が決 まるという関係で
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ある。σが小さければ価格 の変化 に対す る需要の変化の割合 も小さく、σ=0の 時 には需要は価

格の変化 に依 らない、す なわち レオンチェフ型生産関数 とな る。このよ うに、CES型 生産関数

の場合、代替弾力性 σの値 をパ ラメータ として与える ことで、経済主体の最適化行動を柔軟 に

表現できる35, 36。

消費者 について も、以下のようにCES型 効用関数 を仮定 した予算 制約下の効用最大化 問題

を解 くことになる。

max

sulbject to

上記か ら、各財の需要が以下のように得 られ る。

(6.9)

こ こで 、ciは 投 入 要 素の シ ェア に関す るパ ラメー タ で あ り Σici=1と す る 。

以上で このモデルに必要な構造式のすべてが得 られる。モデルの変数は、

xij (i=1, 2, K, L, j=1, 2), Ci (i=1, 2), Xi (i=1, 2), pi (i=1, 2, K, L), I, K, L

の合計19個 。制約式は (6.1) か ら (6.9) の合計19本 。変数 と制約式が同数となる。一般均衡 モデ

ル においてはワル ラス法則か ら1本 が冗長 となるため、労働価格を1と 固定す る。

PL=1

あ とは 、パ ラメ ー タ を決定 す れ ば、 モデ ル の定 式化 が 完 了す る 。 モデ ル のパ ラメー タaij、bj、

σのうち、代替弾力性 σについてはモデル の外か ら与 えることになる。残 りのパ ラメータにつ

いては、基準年の実データをもとにカ リブ レーシ ョンによ って決定する。すなわち、(6.7) 式 に

おいて、基準年の価格データと物量データが与え られれ ば、パ ラメー タを計算す る ことができ

る。 しか し、通常の産業連関表な どか ら得 られ るデータは金額表示で あ り、各部門の物量デー

タと価格デー タが分離 されていない。そ こで、基準年 の価格 をすべて1と お くことによ り、金

35 ここで扱 っているのは、4つ の投入要素間の代替弾力性がすべて等 しいと仮定 したモデルで

ある。要素間の代替弾 力性が異なる場合には、投入要素 を代替弾 力性によってグループ分 けし、

グループ ごとにCES関 数によって要素を合成 し、その合成財を投入要素 として上位の生産関

数を組むという、生産関数 の入れ子構造が用い られ ることが多い。
36 関数形、代替弾力性パ ラメー タ、入れ子構造 の決定 は、応用一般均衡 モデル を構築す る際、

極 めて重要な問題で ある。本研究においては、得津 (1994)、 奥島 ・後藤 (2001) 等 の計量経

済学的研 究な どを利用 して これ らを決定 して いるが、通常、 これ らに関する研究 は極めて少な

く、多 くのモデルではいわゆる"Guestimate"で ある (Shoven and Whalley (1992) 等参照)。
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額表示 のデー タを物 量表示 に読み替えて用いる (Harberger (1962))。 一般均衡モデル にお

いて は相対価格の変化 のみが重要であるため、 こうした仮定をお いても分析 に支障 はない。こ

うして基準年の価 格 と物量のデー タが得 られるので、これを用いてパラメー タを決定で きる。

以上か らわか るよ うに、 このような極めて簡単な経済 をモデル化するにも、十数本の非線形

連 立方程式体 系とな る。最近の応用一般均衡 モデル にお いては、1国 モデルで は数千か ら数万、

多国間モデル では数十万本のモデル となる。

応用一般均衡 モデル における政策分析 とは、政策によ り相対価格が変化 した ときに、経済構

造が基準年の均衡 か らどのような均衡 に変化す るかを分析す るものである といえ る。

(6.7) 式において σ=1と おいた場合の需要関数を、次のよ うな2種 類の形 に変形 してみる。

(需要関数型の展開)

(投入係数型の展 開)

前者 は通常の需要関数である。 この式は政策導入後 (相対価格変化後) の新 しい要素需要を導

出す るための式である と考えることができる。 このよ うな要素需要の合計が生産量 と一致する

よ うに相対価格が調整 されるわけである。また、後者 をみれ ばわかるように、 この式は、政策

導入後 の新 しい経済構造、産業連関表でいえば新 しい投入係数 を導出す るための式でもある。

仮 に相対価格が決 まれば、 この式か ら新しい投入係数が決まる。投入係数 と最終需要を用いれ

ば生産額 も決まるわ けである。ただ し、 この場合 も、需要 と供給 を一致 させ るための調整が必

要であ る。実 際、一般均衡モデル にお ける相対価 格の決定 を解 析的に解 くのは非常に困難であ

る。そ のため、通常 はこのような簡単なモデル において もコンピュータが必要 となる37。

廃棄物税のモデル化 (リサイクルなし)

次 に、本論文の目的である廃棄物税の分析 を行 うため、上記の基本形 を以下のように拡張す

る。表6.3の 通 り、生産段階、消費段階か ら廃棄物が排出され る。 この場合、生産部門、最終

需 要部門 ともに先の構造式をそのまま用いる ことが可能 である。廃棄物の排 出については、生

産側 のデー タが物量によって与え られれば、投入量 と産 出量 の間のマテ リアル ・バ ランスを考

える ことによ り、廃棄物の発生量が得 られる。 しか し、 ここで用 いるのは金額デー タであ り、

廃棄物の発 生量 をこうした形で決定することはできな い。 したが って、連関表な どか ら得 られ

る生産量の金額デー タと廃棄物 の発生量を結びつける何 らかの排出係数が必要 となる。

37具 体 的には、この連立方程式体系の うち1本 を擬似 的に目的関数 とみな し非線形の最適化問

題 を解 くことで、結果として連立方程式の解 を得 ることにな る。
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表6.3 廃棄物税 のミニモデル

方法 としては、(1) 各部門の生産量 (あ るいは消費量) に廃棄物排 出が比例す ると仮定す るケ

ースと、(2) 各部門の財の中間投入量に廃棄物排 出が比例す ると仮定す るケースが考 え られる。

前者 の場合の排出係数 は

で与 えられ、後者の場合には

となる。以下では、簡単のため前者 を用いる。

ここに廃棄物処分量への制約を設 け、これを達成するよ うに廃棄物税率twを 調整す る。なお、

簡単のため税収は全額が家計に還流 されるもの とす る。

以上によ り、先に見た4つ の廃棄物削減効果の うち、第1お よび第2の 効果すなわ ち経済構

造 の変化 による削減効果の大きさを評価す ることができる。なお、本 ミニモデル にお いては、

モデル構造を簡単に したため財か ら資本や 労働 にも直接 に価格代替が生 じる。 しか し通常のモ

デルでは、資本 、労働の部門間移動は、主 に投入 財の代替を通 じて行われ、 このように直接 に

投入財 と資本、労働 が代替す ることはない。
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6.2 廃 棄物 税 の経済 モデル OPERA-W

以 上 の よ うな理 念 に基 づ き現 実 の廃 棄 物税 の評 価 を行 うた め、OPERAモ デル (Okushima

(2000)) を廃 棄 物 政 策 の 分析 用 に改 良 したOPERA-Wモ デ ル を構 築 した。OPERAは 、層 化

CES関 数 か らな る応 用 一般 均衡 モ デル の 一種 で あ る。 多 くの層 化CES型 モ デル が付 加価 値 型

の入 れ 子 構 造 (例 え ば ((K、D、E、M) 等) で あ る の に対 して 、OPERAで は資 本 ―エ ネル ギ

ー 分 離 型 の入 れ子 構 造 (((K、E)、L)、M) を採 用 して いる。 これ は 、 日本 にお いて は 、資 本 ―

エ ネ ル ギ ー の 弱分 離 可能 性 が 統 計的 に強 く支 持 され るか らで あ る (得津 (1994))。 また、 本

モ デル にお いて は 、独 自 に推 計 した代 替 弾 力性 を用 いて い る (奥 島 ・後藤 (2001))。OPERA-W

の 生産 構 造 、 産 業部 門 分類 は 、 図6.2お よび表6.4を 参 照 の こ と38。

OPERA-Wの パ ラ メー タ は、 社 会会 計 表 (Social Account Matrix: SAM)に 基づ いて カ リブ レ

ー トされ て いる。SAMと は 、所 得支 出 フ ロー を 詳細 に分 析 で き る よ うに 、産 業 連 関表 を拡 張

した もの で あ る (Pyatt and Round (1985))。SAMの 基 準年 は1995年 で あ る。1995年 にお

け る 日本 のSAM構 築 の際 に用 いた 主 な資 料 は 、通 産 省 『産 業連 関 表 』、経 済企 画 庁 『国民経 済

計 算 年 報 』、 総 務 庁 『家 計調 査年 報 』、 『貯蓄 動 向調 査 報 告 』、『労 働 力調 査 年報 』、 国税庁 『国税

庁 統 計 年 報 書 』、 労働 省 『賃 金構 造 基 本統 計調査 (賃 金 セ ンサス)』 等 で あ る。 ま たSAMを 構

築 す る際 の 調 整 手段 と して は 、RAS法 (Bacharach (1971)) を用 いた。

表6.4 OPERA-Wの 産業部門分類

38 OPERA-Wモ デ ル の構 造 式 に つ いて は、末 尾 の付 録 を参 照。
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図6.2 OPERA-Wの 生 産 構造
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表6.5 部門別排出係数関連データ

廃棄物 に対す る課税方法には様々な選択肢が考え られ るが、OPERA-Wモ デルにおいて は、

産業廃棄物の最終処分 に対 して全国一律 の課税 を行 うことを想定 している。すなわち、国内の

最終処分総量 に対 して制約を課 し、 これ を満たす ようにモデル内部で税率 の計算が行われ るの

である。また、排出係数については、基準年 における部門別種類別廃棄物排 出量 と廃棄物 の種

類別最終処分量のデータをもとに、部門別 の最終処分量 を推計 し生産量 に対す る係数として設

定 している。なお、 ここでは、分析の対象を産業廃棄物 に限定す るため、最終需要部門は非 課

税 として いる。排 出係数の設定の際に用 いた主な資料は、厚生省 『産業廃棄物排 出 ・処理状況

調査報告書 平成7年 度実績 』である。部門別 の排出係数関連デー タは、表6.5を 参照の こと。

6.3 分 析 結 果

モデル による試算結果の検討を始 める前 に、基準ケー スにおける最終処分量の状況を確認 し

てお く。図6.3は 、基準年 における部門別 の産業廃棄物最終処分量の内訳 を示 して いる。基準

年 における最終処分総量6926万 トンの うち、29%が 建設業、16%が 水道 ・熱供給業 に由来す

る ことがわか る。 この上位2部 門で全体の45%を 占めて いる。参考 に、排出量 のデータと比較

す る と、基準年 における総排 出量3億9381万 トンのうち、19.1%が 建設業、18.6%が 農林水産

業、18.1%が 水道 ・熱供給業か らの排 出となってお り、この3部 門で全体 の56%を 占めている。

農林水産業 について は、排出量の主要部分を 占め る畜産廃棄物 (動物の糞尿) の再 生利用率及

び減量化率が高いため、最終処分量が相対的に少な くなる。
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図6.3 基準ケースにお ける最終処分量の部門内訳

以下、OPERA-Wに よ る試算結果の検討 を進める。図6.4は 、上記基 準ケースにおける最終

処分総量 を基準 と し、排出制約を順次増加 させて最終処分量削減率 を変化させた場合の産廃埋

立税の税率の変化 を示 して いる。OPERA-Wに よる試算では、最終処分量の排出削減に要する

税率 (排 出削減の限界費用に等 しい) は、基準値に対 して0.5%削 減の場合で トンあた りお よそ

6万 円、1%削 減 には12万 円あま りを要するという結果 となった。なお、現状 のモデル では、

削減率1%を 超えるケースで は、制約条件が厳 しくな りす ぎ計算不能 (infeasible) となって しま

う。そのた め、以下では削減率0.5%の ケースを例と して、排 出制約が経済に与える影響 を検討

す る。

図6.4 削減率 と税率との関係 (OPERA-W)
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図6.5 部門別 の国 内生産額の変化率 (OPERA-W)

図6.5は 、部 門別の生産額 の変化率を示 して いる。 これによると、生産が増加するのはサー

ビス部門だけであることがわか る。 これ は、排 出制約によって相対価格が有利 になったサー ビ

ス部門 に対 する需要が価格代替 によって増加 した結果で ある。こうした効果 を評価で きるの も、

一般均衡モデルの特徴である。逆 に、部分均衡 モデルの場合 、 こうした効果を取 り込 めないた

め、ダメージを多 く見積 もって しまう傾向がある。また、課税 によるGDPの 減少額は1100億

円 (対基準比0.022%) となった。

続いて、部門別 の最終処分量の削減状況を確認する。図6.6は 、最終処分量の削減率を部門

別に比較 した ものである。平均 (0.5%) の2～3倍 の削減率 となる部門がある一方で、相対的

に削減率が 小さく済む部門 もある。削減 率が高いのは、石油 を除 くエネルギー と、鉄鋼や非鉄

な どの一次金属、鉱業 、窯業土石、農林 水産業な どとな って いる。

図6.6 部門別最終処分量削減率 (OPERA-W)
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図6.7 部門別最終処分量削減量

一方で、先に見たよ うに部門 ごとの最終処分量 には大きな差が あるため、最終処分の絶対量

について も比較を行 う必要がある。図6.7か らは、エネルギー部 門の絶 対量 の寄与は電 力を除

けば小さく、鉄鋼、鉱業などの寄与が大きい ことがわかる。 これ らの結果か ら、最終処 分量の

半数近 くを占める建設、水道 ・熱供給業については課税による削減効果が相対的 に低い ことが

わかる。

6.4 まとめ

本章における試算によって、中間処理や再使用 ・再 生利用など廃棄物処理 ・リサイクル に関

わる技術的対策 を用 いず にマクロ経済的調整のみで産業廃棄物 の最終 処分量の削減 をお こな う

場合、排出削減に要する費用はきわめて高額 になる ことが示 された。一方で 、要 因分解 の結果

に基づ く現実の観測か らはより安価な排出削減費用が示唆 される。 したがって 、 リサイ クル に

よる廃棄物削減効果 をモデル に組み込み、 これ らを含 めた評価 を可能 にする必要が ある。次 章

では この課題 に取 り組む。
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